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区民の皆様へ 

少子高齢化や人口減少の進行等、国全体の社会構造が大きく変化する中で、住民に最

も身近な行政である基礎自治体に求められる役割は年々高まりを見せており、これまで

以上に、効率的で効果的な行財政運営を的確に遂行していく経営力の強化と行財政運営

全般にわたる説明責任が求められております。 

区では、これまで、荒川区基本構想に掲げる目指すべき将来像「幸福実感都市あらか

わ」の実現に向け、限られた財源を重点的かつ効果的に投入し、真の費用対効果を見極

め、徹底した事業の見直しによる効率的で適正な行財政運営を推進してまいりました。

その取組の一環として、区職員一人ひとりのコスト意識の醸成を図り、低コストで高品

質の区民サービスの提供を目指し、いちはやく公会計改革に取り組んでまいりました。 

平成 19 年３月の「自治体公会計改革宣言」を皮切りに、平成 20年９月には、総務省

方式改訂モデルによる財務書類を作成・公表し、平成 28 年度からは、より精緻な分析

が可能となる東京都方式による新公会計制度に移行し、財務情報を事務事業の分析や施

設運営の改善等に活用してまいりました。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、物価高騰が進む中、区民の

皆様の健康と暮らしを支えていくための取組を迅速かつ着実に実行してまいりました。

各分野における新型コロナウイルス感染症対策を継続するとともに、電力・ガス・食料

品等の価格高騰への対策として、子育て世帯などへの給付金の支給、保育・介護・障害

福祉サービス事業者や公衆浴場などの区内事業者への支援を始め、区として必要な取組

を最大限実施してきたところです。また、荒川遊園のリニューアルオープンや東京女子

医科大学東医療センターの移転に伴う新病院の開設支援など、区の魅力や安全・安心を

高めるための政策にも注力し、子育てや教育環境の整備・まちづくりなど、幅広い分野

の課題解決にも確実に取り組んでまいりました。本報告書は、このような区の取組の結

果を、財務情報等から明らかにしたものです。 

今後も、地域社会を構成する区民、議会、団体、事業者等、全てのステークホルダー

にとって分かりやすい形で財務情報を公表することにより、より一層効率的で効果的な

区政運営に全力で取り組んでまいります。 

 

荒川区長  西川 太一郎   
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第１部 概要 
 

１ 公会計改革の趣旨 
 

全ての地方自治体では、歳入歳出決算書を作成・公開しており、この決算方法は、「単式 

簿記・現金主義」会計で行われています。「単式簿記・現金主義」会計とは、現金の収入・ 

支出という事実に基づいて（現金主義）、ひとつの取引について現金の収支のみをとらえ記 

帳する方法（単式簿記）のことを言い、「官庁会計」とも言われます。 

支出には、公共施設の建設等将来に効果が及ぶような公共投資や借入金の返済、現在の 

行政サービスを行うための施設の維持管理費用といったように様々な性質がありますが、 

官庁会計による決算では、これら性質の違う支出が同じように計上されていきます。また、

公共施設における減価償却費のような現金の支出を伴わないコストを把握することができ 

ず、さらに「荒川区の資産はどれだけあるのか」、「荒川区が将来にわたって負担しなけれ 

ばならない負債はどれだけあるのか」といった情報を一括して把握することができません。

これらの情報を整理し、将来求められる債務の負担を明らかにするとともに、資産の内容 

を適切に把握し公共施設等の再投資に備えることは、地方自治体にとって重要な課題です。 

そこで荒川区は、「地方自治体に経営の視点を定着させること」、「地方自治体の情報開示 

をより一層向上させること」を目的に、平成 19年３月に「自治体公会計改革宣言」を行い 

ました。そして、平成 19 年度決算から決算統計を用いた総務省方式改訂モデルによる財務 

諸表を作成し、ストック情報やコスト情報を把握する企業会計の手法である「発生主義」 

による決算方法を、「現金主義」会計に加えて取り入れることといたしました。 

 

＜現金主義と発生主義の関係＞ 

 

 

 

資産 

 負債 

 正味財産 

 
コスト 

 
収入 非現金 

支出 

非現金 

収入 

 

 

歳入歳出決算書 

 

発生主義に基づく見えないコスト等 

貸借対照表（ストック情報）

行政コスト計算書（コスト情報）財産に関する調書 

現金収入 

（歳入） 

現金支出 

（歳出） 
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その後、平成 27 年度まで総務省方式改訂モデルによる財務諸表を作成してまいりましたが、

総務省方式改訂モデルは、普通会計として集計された決算統計の数値を基にするため、区全

体の財務諸表に留まるほか、検証可能性や資産情報の精度にも課題がありました。 

このような課題に対し、この取組をさらに精緻に行うため、固定資産台帳を整備し、平成

28年度に日々仕訳の複式簿記を用いる東京都方式に基づく新公会計制度を導入いたしました。 

これは、官庁会計に「複式簿記・発生主義」会計という企業会計的な手法を取り入れるこ

とで、「単式簿記・現金主義」会計のメリットである適切な予算執行、出納管理を行うととも

に、従来の官庁会計では把握し難かったストック情報やコスト情報を明らかにし、自治体運

営における経営の視点を強化するとともに、住民や議会への説明責任を強化し、行財政運営

の更なる充実を図っていくことを目的とした、公会計改革の趣旨を具体化する制度です。 

区の財務諸表は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③キャッシュ･フロー計算書、④正

味財産変動計算書の４表（以下、「財務書類４表」と言います。）と「有形固定資産及び無形

固定資産附属明細書」及び「注記」で構成しています。 

区では、作成した財務書類４表を基に、区全体の決算を表示し分析するほか、日々仕訳に

より作成が可能となった事業別の財務諸表を用いて、行政評価において、政策別や施策別、

事業別等に活用しているとともに、令和５年度からは、部（局）ごとにストック情報やコス

ト情報を集計し、事業の進捗管理等を行うなど、新たな取組みも加え、公会計改革の更なる

推進に取り組んでいます。 

＜財務書類４表と歳入歳出決算書の関連図＞ 

 

資産 

（現金預金） 

… 

… 

… 

 

負債 

正味財産 

費用 

収入 

当期収支差額 

行政サービス活動収支差額 

財務活動収支差額 

前年度からの繰越金 

形式収支 

前期末残高 

当期変動額 

（当期収支差額） 

当期末残高 

①貸借対照表 ②行政コスト計算書 

③ 計算書 ④正味財産変動計算書 

｜ 

 

＋ 

＝

歳入決算額 

歳出決算額 

歳入歳出差引残額 

(歳入歳出決算書) 

＝ 

＋ 

＝ 
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＜財務書類４表への計上例＞ 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 官庁会計では、現金の出入りのみを記帳するため、自動車を購入した年度のみに支出 

が記録されます。他方、新公会計制度においては取得年度に資産（重要物品）として計 

上し、翌年度以降自動車の耐用年数にわたって各年度に減価償却費（費用）を配分し、 

その分を貸借対照表の資産から差し引くため、資産の現在価格が明らかになります。 

 

資産 

（現金預金） 

② －100 万円 

… 
（重要物品） 

① ＋100 万円 

 負債 

正味財産 

 
費用 

収入 

当期収支差額 

行政サービス活動収支差額 

社会資本整備等投資活動収支差額 

（投資的経費） 

③ ＋100 万円 

財務活動収支差額 
 

前年度からの繰越金 

形式収支(収入－支出) 

－100 万円 

前期末残高 

当期変動額 

 

（当期収支差額） 

当期末残高 

貸借対照表 行政コスト計算書 

キャッシュ・フロー計算書 正味財産変動計算書 

＋ 
 

＋ 
 

＝ ＝ 

例１ 100 万円の自動車を購入するとき 

自動車を購入し、100 万円を支出 ⇒ 「100 万円の支出」のみを把握 

従来の会計制度（官庁会計）の考え方では… 

 

新公会計制度の考え方では… 

（１） 自動車が納品されたとき 

翌年度以降、償却後

の現在価格を計上 

「重要物品」が 100 万円増加…① 

貸借対照表 

（２） 現金を支払ったとき 

貸借対照表 

現金が 100 万円減少…② 

キャッシュ・フロー計算書 

「社会資本整備等投資活動収支差額」の

「投資的経費」が 100 万円増加…③ 

翌年度以降、 

減価償却費を計上 
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取引事由発生や取引の度、紹介した２つの例のように記帳していくことで、情報が積み上

げられ、財務書類４表が作成されます。 

 

 

資産 

（現金預金） 

② ＋500 円 
… 

 負債 

正味財産 

＋500 円 

 
費用 

収入 

(使用料及び手数料) 

① ＋500 円 
当期収支差額 

＋500 円 

行政サービス活動収支差額 

（使用料及び手数料） 

③ ＋500 円 

社会資本整備等投資活動収支差額 

財務活動収支差額 

前年度からの繰越金 

形式収支(収入－支出) 

＋500 円 

前期末残高 

当期変動額 

 
（当期収支差額） 

＋500 円 

当期末残高 

＋500 円 

貸借対照表 行政コスト計算書 

キャッシュ・フロー計算書 正味財産変動計算書 

＋ 
 

＋ 
 

例２ 500 円の使用料を現金で収入するとき 

使用料及び手数料 500 円（収入を決定したとき「調定」、収入したとき「収入」） 

従来の会計制度（官庁会計）の考え方では… 

新公会計制度の考え方では… 

（１）使用料を収入することが 

決定したとき  
「使用料及び手数料」が 500 円増加…① 

行政コスト計算書 

（２） 実際に現金で収入があったとき  

 

 

貸借対照表 

資産として現金が 

500 円増加…② 

キャッシュ・フロー計算書 

「行政サービス活動収支差額」の 

「使用料及び手数料」が 500 円増加…③ 

＝ ＝ 
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２ 荒川区の現況（プロフィール） 

 

（１）地勢と人口 

【23 区面積図】           

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口等】 

                           令和５年４月１日現在 

人口（Ａ） 217,233 人 

住民基本台帳 

世帯数合計 119,748 世帯 

人口 
男性 107,871 人 

女性 109,362 人 

面積（Ｂ） 10.16ｋ㎡ 

人口密度 

（Ａ）／（Ｂ） 
21,381 人／ｋ㎡ 

 

（２）財政状況（令和４年度一般会計） 

 ① 区の資産・負債等について、貸借対照表で説明すると以下のような状況となっ  

   ています。貸借対照表の左側は資産を、右側は負債及び正味財産を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資産 

 

4,251 億円 

 負債 264 億円 

資料：東京都総務局行政部通知「東京都 

区市町村別の面積について」 

 
正味財産 

 

3,987 億円 

 
使う資産 
（例：建物、工作物 

 インフラ資産等） 

 

回収する資産 
（例：収入未済・ 

 貸付金等） 

資産・負債等の状況（令和５年３月 31 日現在） 

あ 
過去および現在の 

世代の負担 
（例：資産形成に係る

補助金・これまで負担

した税金） 

あ 
将来世代の負担 
（例：特別区債・将来

の退職手当見込額） 
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② 区の行政コスト、正味財産、キャッシュ・フローの状況は下図のとおりです。 

 

 

 

③ 区民一人あたりに換算した資産、負債、行政コストの金額は、下図のとおりです。 

 

 

行政コストの状況 

当期収支差額 58 億円 

○行政収支     61 億円 
  行政収入      1,064 億円 

  行政費用      1,004 億円 

○金融収支     △1億円 

 

正味財産変動の状況 

前期末残高 3,910 億円 

＋ 

当期変動額 76 億円  

＝ 

当期末残高 3,987 億円 

税収等・ 

国庫支出金等 

1,090 億円 

特別区債 
7 億円 

前年度からの 

繰越金 

50 億円 

扶助費・ 

物件費等 

1,077 億円 

特別区債元金 

及び利子等 

18 億円 

基金積立金 

0.2 億円 

形式収支 

52 億円 
基礎的 

財政収支 

 

収入1,147億円 支出1,095億円 

 
 

キャッシュ・フローの状況 

特別収支差額 △2 億円 

通常収支差額 60 億円 

 

区民一人あたりの負債（負債／人口）  12 万２千円 

特別区債や退職給与引当金等、将来の負担を区民一人あたりに換算した金額です。 

区民一人あたりの行政サービスにかかるコスト 

行政収入 49 万０千円（行政収入／人口）＞行政費用 46 万２千円（行政費用／人口） 

行政費用（行政サービスを提供するにあたって必要になる費用）が、 

行政収入（地方税等、行政サービスを提供するための収入）によって賄われていることがわかります。 

区民一人あたりの状況 

区民一人あたりの資産（資産／人口）  195 万７千円 

区の資産を区民一人あたりに換算した金額です。 

※ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に

ついては 18、19 ページ参照 
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